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指摘事項

【添付書類六】
原子炉補機冷却設備、補機冷却海水設備、非常用電源設備等の負荷を示し、これら

を削除しても維持対象設備に必要とされる安全機能に対して影響がないことを示すこと。特
に使用済燃料貯蔵設備の維持機能としての臨界防止機能、水位監視機能、漏えい監視
機曾ヒヘの影響がないか明確にすること。

使用済燃料ピット冷去口系の停止試験に関し、温度の測定位置、測定頻度、ピットヘの補
給水、換気空調系の不家イ動状況といつた、試験条件及び試験データを示すこと。

【添付書類六】
補機冷去口海水設備を削除することで、放射性液体廃棄物からの被(よ評価に影響がな

いことを示すこと。

【添付書類六】
環境条件が変わつても使用済燃料ピットの水温が65℃を超えないことを計算で示すこと。

SFP冷去口機能停止試験時の温度データを全て示すこと。 (A～ E点 )

SFの総発熱量 108kW(H30.フ )に関して、廃止措置計画申請時以降～今後の推移
について燃料移動を考慮して説明すること。

SFの総発熱量 108kW力 切F熱される全体メカニズムを考察すること。

SBO等重大事故向けに配備している資機材等を説明すること。

必要な負荷に関して添付六以外の設備も含め全体像を示すこと。
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審査会合における指摘事項の ＯＮ／
１
ヽ

ロ 太
口

5)

指摘事項

SFP冷 却機能停止試験時の温度データを全て示すこと。 (A～ E点 )

SFP冷去口機能停止言式験の結果は下図のとおりであり、これらの全測定データは、補足資料に示すとおりである。
試験結果は、試験時期により右下表のように3つの状態に分類することができる。
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状 態 ①水 温 が不 均 ― 状 態 ②水温がほぼ均 一

(自然循環 )自然循環 )

>SFPの水温がほぼ均一、かつ、自然循環の状態の期間 (状態②)において、温
度差が想定される代表的なポイントであるC点とE点の温度を比較した結果、右
表の通り、温度差は小さいが、全ての点でC点 <E点 であった。

>なお、状態②以外の期間を含む全期間のC点とE点の温度データを整理したもの
は別紙に示すとおりである。

ヽ
＼
＼ヽ
∞
「
０
【

代
ぶ
く
卜
ゝ
∽
い
０
ド

Ｒ
ミ
脅
黒

Ｎ
Ｎ
＼卜
＼
］
「
〇
【

帯
＝
ゝ
∞
＼
∞
３
０
Ｎ

「
ミ
ミ
雷

ｏ
田

〇
＝
＼い
∞ヽ
Ｈ
Ｏ
州

【
い
Юヽ
＼∞
樹
Φ
Ｎ

ｏ
Ｎ
ヽ
６
＼ω
一
ｏ
ド

⇔
お
いヽ
ヽ
∞
召
〇
［

ヨ
む

ミ
留
Ｏ
Ｎ

０
黎
＼
６
【
ヽ
∞
【０
儲

試験結果の分類

状態②での水温比較結果
(8/16-10/17)

1

SFPのイ犬態

水温が不均一、自然循環

水温が(まぼ均一、自然循環

水温がほ(辞匂一、強制循環

期 間

フ/2～ 8/16

8/16-10/1フ
10/17へ′10/24

分類

状態①

状態②

状態③
太枠囲みの範囲は、機密に係る事項で
すので公開することはできません。

C点とE点の水温比較

18 ロ

0 ロ

約0.21℃
(0.1 ～ 0.3RC)

E点>C点
E点≦C点

平均温度差

(E点 ―C点 )



審査会合における指摘事項の 答 (No日 6)ロ

美浜1号炉の使用済燃料の崩壊熱の推移は、下図のとおりであり、廃止措置計画の初
高く、このイ直より今後崩壊熱力Ч曽力回することはない。
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や 初回申請時の評価結果

132kW(2015.12.1)

今回申請の評価結果
08kW(2018.フ .1)

o  191体貯蔵の場合

●  231体貯蔵の場合

一― 崩壊熱推移

(

|

20173.29～
美決 1号炉 使用済燃料し・ットヘ

の使用済燃料40体移動にイ半い、

崩壊熱肇上昇

申請時の評価結果(132kW)が最も

美浜1号炉 使用済燃料の貯蔵】犬況

201フ .3E29～

231体

0体

231体

2015.1231日寺点

191体

40体

231体

美浜 1号炉

使用済燃料ピット

美浜3号炉

使用済燃料ピット
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崩壊熱量推移

>美 浜発電所には、美浜1号炉の使用済燃料が合計231体貯蔵されている。

>美 浜 1号炉の使用済燃料は、美浜 3号炉の使用済燃料ピットにも貯蔵することができ、当初は美浜1号炉の燃料231体の
うち40体は美浜3号炉の使用済燃料ピットに貯蔵していた。

>その後、201フ B3末に美浜3号炉の使用済燃料ピットに貯蔵していた40体を美浜1号炉の使用済燃料ピットヘ移動した。

>このため、美浜1号炉の使用済燃料ピットでの崩壊熱は、201フ .3末に一旦上昇しており、その後は、時間経過に伴い崩壊
熱は低下する。

>なお、美浜1号炉の使用済燃料ピットlよ、他号炉の使用済燃料を貯蔵することができないので、美浜1号炉の使用済燃料
ピットの貯蔵数は231体より上曽力回することはない。

2

指摘事項

SFの総発熱量 108kW(H30ロフ)に関して、廃止措置計画申請時以降～今後の推移につい

て燃料移動を考慮して説明すること。

ロ
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審査会合における手旨:商事項の ロ 太
国

0使用済燃料から発生した崩壊熱が外部へ伝熱する主なプロセスは以下のとおり

A)使用済燃料   ⇒ 使用済燃料ピット水
B)使用済燃料ピット水 ⇒ 使用済燃料ピット壁面 (外部)+室内
C)室内      ⇒ 建屋天丼・壁面 (外部)+換気空調 (外部)

0各プロセスにおけるおおよその伝熱量、害1合は以下のとおり。
(8/31時点の測定結果を用いた評価)

A)使用済燃料⇒使用済燃料ピット水 :全て (108kW)

B)使用済燃料ピット水⇒使用済燃料ピット壁面 (外部)十室内

①使用済燃料ピット水⇒使用済燃料ピット壁面 (および底面)

②使用済燃料ピット水面⇒室内 (気化熱による吸熱)

③使用済燃料ピット水面⇒室内 (空気)

④水補給による除熱

注 :上記①～④の他に、使用済燃料ピットに接続している配管からの除熱等が考えられ
ることから、崩壊熱 (108kW)と①～④の合計(約95kW)が一致していない。

室内⇒建屋天丼・壁面 (外部)+換 気空調 (外部 )

ＯＮ／
１
ヽ ア)

③換気

外気 室内

①ピット
壁面。底面

天丼・壁面

④補給

⇒
「夕費接

部屋

ヘ

②承発  O空気へ伝熱

崩壊熱の除熱メカニズム (全体 )

C)

②+③ =約84kW

⑤ +⑥ =約63kW

⑤ 室内 (② +③)⇒建屋天丼・壁面

⑥ 室内 (② +③)⇒換気空調 (外部へ) 〕
注 :上記⑤′⑥の他に、外部への伝熱経路 (隣接部屋や床面)が考えられることから、②′③

の合計 (約84kW)と⑤′⑥の合計 (約63kW)が一致してし唸い。

3

指摘事項
SFの総発熱量 108kWが 排熱される全体メカニズムを考察すること。

108kW

伝熱害」合「0/01

約 9
約フ4
約15
約 2

約 100

伝熱量「kW]
約 9
約70
約14
約 2

約95

①

②

③

④

言十

伝熱害」合「0/O]

約 56
約44
約 100

伝熱量「kWl
約 35
約28
約63

⑤

⑥

言十
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審査会合における指摘事項の ＯＮ／
１
ヽ 8)

指摘事項

SBO等 重大事故向けに配備している資機材等を説明すること。

保安規定第 153条 (電源機能喪失時等における原子炉施設の保全のための渚動を行う体制の整備)に基づき、電源機能

喪失時等により、使用済燃料ピット冷去口系および既存の補給水系が機能喪失し、使用済燃料ピットを冷却する手段がなくなつた

場合に備え、使用済燃料ピットヘの給水等の資機材を配置し、手順を定めるとともに、教育・副H練を実施している。これらの体制
は、今後も継続して維持する。

○使用済燃料ピットヘの給水手順

魚
ロ

、人

○大規模火災時の延焼防止手順
電源復旧手順

○空冷式非常用発電装置による
電源復旧に必要な資機材

数 量

2台

配備資機材

空冷式非常用発電装置

水位の回復

資機材

ピ

【通常時】
既設備に
よるネ甫給

【電源機能
等喪失時】
代替設備
による補給

t

※3号炉と共用 資機材

′
t

※3号炉と共用

ロ 4

外部電源喪失

空冷式非常用発電装置
による電源復旧の指示

空冷式非常用発電装置

から給電

ピット水位・温度の監視

水位のイ氏下 (自然蒸発等)

ツトラkの孝南1俗

ット水

水位の回復

大規模火災発生

使用済燃料ピット給水操作
に支障を及(討エリアの延焼

防止の指示

当該エリアの延焼防止活動

数 量

5箇所

2台

1台

3イ固

2本

各 1台

主な配備資機材

消火栓

消防ポンプ

化学消防自動車※

スプレイヘッゲ

屋内用消火栓接続配管

携帯型水位計、水温計

数量

1台

1台

1台

2台

2イ固

主な配備資機材

小型動カポンプ付水槽車※

化学消防自動車※

泡原液搬送車※

消防ポンプ

スプレイヘッダ

The Kansai Electttc Power Co,Inc



ロ審査会合における指摘事項の 9) (1/6)

指摘事項 (添付 6)
必要な負荷に関して添付六以外の設備も含め全体像を示すこと。

現状における冷却系設備 (原子炉補機冷去口設備、補機冷去口海水設備)を用いた冷去口水の供給先、および冷却水の要否

を以下の表に示す。

使用済燃料の冷却が不要になれば、安全確保上、冷去口水の供給が必要となる維持管理対象設備はないと判断している。

冷去口系設備による冷去口水供給の要否

ＯＮ／
１
ヽ

勉
ロ

5

維持管理対象設備としての冷去日系設備の必要性

説 明

使用済燃料の冷去口が不要になれば、原子炉補機冷却設備によ
る冷却水の供給は必要なくなる。

廃液処理時は装置の冷却が必要となるが、安全系の設備によ
る冷去日は不ヽ要で、イ壬意の冷去田系にて冷去口を行えばよいものであ
る。

使用済燃料の冷却が不要になれば、補機冷却海水設備による
原子炉補機冷却設備 (燃料ピット冷去口器)への冷却水の供
給は必要なくなる。

使用済燃料の冷去口が不要になれば、ディーゼル発電機は不要と
なる。

変更後

×

×

×

×

変更前

○

×

○

○

冷却水の供給先

使用済燃料貯蔵設備

(燃料ピット冷去口器 )

液体廃棄物の廃棄設備

(廃液蒸発装置)

原子炉補機冷却設備

(1次系冷去口水熱交換器 )

非常用電源設備
(ディーゼ,レ発電機)

冷却系設備

原子炉補機冷却設備

補機冷去口海水設備

t・
海水ポンプ 〕

The Kansai Electric Power Co inc



ロ審査会合における指摘事項の 鑢
四

ＯＮ／
１
ヽ 9)(2/6)

ディーゼ,レ発電機 (以下、D/Gという。)による電源供給先、および停電時のD/Gによる電源供給の要否は下表のとおり。
使用済燃料の冷去口が不要になれば、停電時にD/Gによつて電源供給が必要となる設備はない。

電源供給先のうちD/Gによる電源供給の要否 (1/5)

※1添付 6の維持管理対象設備に具体的記載がない設備

6

説  明

使用済燃料の冷去口が不要になれば、維持する必要はない。

停電時は、畜電池による電源供給を行う。

なお、携帯型水位計や、現地水面計を用いた使用済燃料ピッ
ト水位の監視は可能である。

使用済燃料貯蔵設備による使用済燃料の冷去口を停止しても、
使用済燃料ピット水位が5cm下がるまでに3日程度かかり、停
電時においても給水対応に時間的余裕があるため、停電時に
電源供給を直ちに行う必要(よない。
なお、使用済燃料ピットヘの自重による注水も可含とである。

D/Gによる電源
供給の要否

変更後

×

×

×

×

×

X

×

X

×

×

変更前

×

×

×

○

×

×

×

×

X

×

D/Gによる電源

供給先(安全系
母線の接続先)

X

×

×

○

①

×

○

×

X

×

維持機能

臨界防止
機能
燃料落下
防止機能

冷去口機能

浄化機能

水位監視

機能

給水機能

放射性廃

棄物処理

機能

電源供給先 (維持管理対象設

備およびその他主要設備)

使用済燃料ピットク
レーン

原子炉補助建屋ク

レーン

新燃料エレベータ

燃料ピットポンプ

使用済燃料ピット水

位計

燃料取替用水タンク

燃料取替用水ポン
プ※1

廃液蒸発装置

洗浄排水処理装置

ベイラ

核燃料物質

取扱設備

核燃料物質

貯蔵設備

液体廃棄物
の廃棄設備

固体廃棄物

の廃棄設備

The Kansai Electric Power Co,Inc



審査会合における指摘事項の ＯＮ／
１
＼ 9)(3/6)

電源供給先のうちD/Gによる電源供給の要否 (2/5)

魚
口

ロ フ

説  明

停電時は、ドラム詰や使用済燃料移動の作業を行わないことか
ら、線量率に変化は無く、連続監視する必要はない。
なお、畜電池による電源供給や、サーベイメータ等による監視も
可含ヒである。

停電時は、換気空調系州亭止し、管理区域タトヘの放出を行わ
ないことから、連続監視する必要はない。
なお、蓄電池による電源供給も可能である。

停電時は、放射性液体廃棄物処理設備が停止し、管理区軌
タトヘの放出を行わないことから、連続監視する必要はない。
なお、蓄電池による電源供給も可能である。

停電時は、排水を行わないことから、連続監視する必要はない。
なお、畜電池による電源供給や、現地サンプリングによる監視も
可曾ヒである。

D/Gによる電源
供給の要否

変更後

×

X

×

×

X

変更前

×

×

×

×

X

D/Gによる電源
供給先(安全系
母線の接続先)

○

×

○

○

○

維持機能

放射線監

視機能

放射線監

視機能

放出管理

機能

放射線監

視機能

電源供給先 (維持管理対象設

備およびその他主要設備 )

固定エリアモニタ (補

助建屋内ドラム詰室、

使用済燃料ピット付

近)

固定エリアモニタ (除

染洗たく室)※ 2

手足モニタ (退出モ

ニタ)

排気モニタ (格納容

器排気筒ガスモニタ、

補助建屋排気筒ガ

スモニタ)

排水モニタ (液体廃

棄物処理設備排水
モニタ)

"F水

のサンプlJングモ
ニタ設備 (原子炉基

礎湧水モニタ、タービ
ンサンプフ」くモニタ)

放射線管理

施設

※22号機D/Gによる電源供給先
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審査会合における指摘事項の 答 (No口 9)(4/6)

電源供給先のうちD/Gによる電源供給の要否 (3/5)

ロ 8

説  明

運転時とは異なり炉心に燃料はなく、冷去口材喪失事故などの
事故によるアニュラス内の負圧措置を維持する必要 (よない。

使用済燃料の冷却が不要になれば、維持する必要(よない。

D/Gによる電源供
給の要否

変更後

×

×

×

変更前

×

×

○

D/Gによる電源

供給先(安全系
母線の接続先)

X

○

○

○

維持管理

換気機能

冷却機能

電源供給先 (維持管理対象設

備およびその他主要設備 )

原子炉格納容器換

気送風機

原子炉格納容器換

気排風機

アニュラス子

'F醜
1次系冷却水ポンプ

海水ポンプ

原子炉格納

容器施設

原子炉補機

冷却設備

補機冷却海

水設備
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ロ審査会合における指摘事項の 答 (No.9)(5//6)
電源供給先のうちD/Gによる電源供給の要否 (4/5)

※1添付 6の維持管理対象設備に具体的記載がない設備

9

説 明

運転時とは異なり、事故時に使用する低圧注入ポンプ
や格納容器スプレイポンプたょ`どが設置されている安全ネ甫
機室の空調管理をそ子う必要(よない。

運転時とは異なり、炉心に燃料はなく、よう素の放出
量は無視でき、著しい被ばくリスクが無いことから、)F常
時にこれらの設備は必要ない。

D/Gによる電源供
給の要否

変更後

×

×

×

×

×

変更前

×

×

×

×

×

D/Gによる電源

供給先(安全系
母線の接続先)

×

○

×

○

○

維持機能

換気機能

電源供給先 (維持管理対象設備および

その他主要設備 )

補助建屋放身す陛区域送気ファン

使用済燃料ピット送気ファシ

補助建屋放身す陛区域排気ファン

ネ甫助建屋主

"F気

フィルタユニット

補助建屋主排気ファシ

出入管理室送気ファン

出入管理室排気ファン

放射化学室排気ファン

中央制御室空調装置※1

中央制御室循環フアン※1

換気

設備
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審査会合 (こおける指摘事項の 答 (NoB 9)(6/6)ロ

電源供給先のうちD/Gによる電源供給の要否 (5/5)

10

説  明

換気設備 (ダンパ)や海水系統の制御弁への空気の供給に
使用しているが、廃止措置時における停電時は、換気空調系
や海水系統州亭止しても問題なく、空気の供給は必要ない。

計器用空気圧縮機の冷却に使用しており、上記の理由に伴

い不要と

停電時は、蓄電池により電源供給力河 能。

D/Gによる電源供
給の要否

変更後

×

×

×

変更前

×

×

×

D/Gによる電源

供給先(安全系
母線の接続先)

○

○

○

維持機能

照明機能

電源供給先 (維持管理対象設

備およびその他主要設備 )

計器用空気圧縮機※1

2次系冷去口水ポンプ
※1

非常用照明

計器用空

気設備

2次系冷

却水設備

照明設備

※1添付 6の維持管理対象設備に具体的記載がない設備
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